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先ごろ、総務省から発表された2024年12月の消
費者物価指数は、総合指数が3.6％の上昇（前年
同月比）となり、価格変動が大きい生鮮食品とエ
ネルギーを除いた指数も2.4％の上昇（同）となりま
した。一時は9％程度まで上昇した米国とは水準
が異なりますが、日本でもインフレ（物価上昇）傾
向が顕著となりつつあります。

この先も、インフレが続いた場合、お金の価値は
減少することになり、預貯金といった資産に代わる
運用先を検討する必要もあります。そこで、どのよ
うな資産が有効なのかを考えてみます。

インフレに強いとされる株式や不動産

投資資産の中でも、一般的に、株式はインフレに
強い資産といわれます。その理由として、物価上
昇によるコスト増を製品やサービスなどの販売価
格へ転嫁することにより業績を向上させれば、これ
を受けて当該企業の株価上昇が期待されることな
どが挙げられます。

また、不動産といった現物資産もインフレに強い
といわれています。一般的にインフレ下では、不動
産の価格や賃料（家賃）も上昇する傾向があり、不
動産も有効な投資資産となり得ます。

しかしながら、すべての企業が販売価格を引き
上げられるわけではなく、逆に仕入れ価格の上昇

や人件費の高騰などにより業績を悪化させる企業
もあります。また不動産物件も上昇するとは限りま
せん。こうしたことから、投資に際しては銘柄ごとの
見極めや分散が重要となりますので、投資信託な
どを活用することも有効と考えられます。

高インフレは米国株式の上昇の一因

2020年初から2022年半ばにかけてインフレが高
進した米国では、米FRB（連邦準備制度理事会）
が政策金利を引き上げ、インフレの鎮静化を図りま
した。足元ではインフレが抑制されつつあることから、
政策金利は引き下げに転換されましたが、依然と
して高い水準にあります。

日米の株価推移を見ると、米国株式は、政策金
利の引き上げなどを受けて軟調となる局面もありま
したが、2020年以降、上昇傾向となり（左グラフ）、
日本を上回っていることが分かります。ただ、物価
の影響を除いた株価の推移（右グラフ）を見ると、
日米の株価に左グラフほどの大きな差はなく、米
国株の上昇要因の一つに高インフレの影響があっ
たことが伺えます。

このようなことから、今後、日本でインフレが続くと
考えるならば、資産運用において、インフレに強い
とされる株式や不動産などを加えることも、一考の
価値ありと思われます。
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～高インフレ下にあった米国の事情を踏まえて～

※ 株価は各国の消費者物価指数（総合指数）で
除して試算した値
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※日本：TOPIX（東証株価指数）、米国：S&P500指数、共に現地通貨ベースの配当込み指数
※上記は過去のものおよびシミュレーションであり、将来を約束するものではありません。
※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※グラフ期初を100として指数化 ※グラフ期初を100として指数化

株価指数の推移 株価指数（物価調整後）の推移

米国

日本

日本

米国

日米の主要株価指数の推移 （2017年12月～2024年12月、月末値）

※信頼できると判断したデータをもとに
日興アセットマネジメントが作成



＜ご留意いただきたい点＞

■この資料は具体的な商品をご説明するものではないため詳細を記載しており

ませんが、元本保証のないリスク性商品のご購入やご売却、保有にあたっては、

手数料等をご負担いただきます。■リスク性商品には、各種相場環境等の変動

により、投資した資産の価値が投資元本を割り込むなどのリスクがあります。

■リスク性商品を中途解約する場合は、ご購入時の条件が適用されず不利益と

なる場合があります。■くわしくは、三井住友銀行本支店等の各商品の説明書

等を必ずご覧ください。
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